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岩手．県地方振興局の指標格差最小化モデル分析  
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／（振興局）  管内人口（Pノ）  管内面取（Q／）   

l（ニ戸）   69，222   1．100．2l   

2（久慈）   69，4～l   l．076．76   

3（盛岡）   490，丁36   3，6引．9   

4（宮古）   105，5丁   Z．672．3   

5（花巻）   10丁，17   908．32   

6（遼野）   33．10   825．62   

7（釜石）   64，001   64l．丁   

8（1LD   99，48   1，028．33   

9（水沢）   川9，43   1．173．12   

10（大給渡）   78，14l   890．2   

ll（一朗）   8る，691   600．4   

12（千贋）   61．18   Tlg．l  

1 はじめに   

昭和61年度に設置された岩手県の地方振興局は、県内12   

の地域毎に総合化が図られており、以束17年間、総合出先   

機関としてその役割を果たしてきたが、12箇所という設置  

数については、岩手県行政システム改革大網等において所管   

区域の在り方について検討を進めることとされており、ここ   

数年の間に見直しがなされるものと見込まれる。   

本研究は、各地方振興局が置かれている現状を指標の格差   

を求めることにより分析し、この格差を最／川ヒする最適統合  

の組合せを求める数理モデル分析について検証する。  

2 地方振興局管内の指標格差最小化モデル分析   

統合の基準は、① 管内人口格差最小化、（診 管内面積格  

差最／川ヒの2種を考慮する。   

地方振興局の集合を頂点㌍＝Il，2，…，11，1幻、統合の組  

合せの集合を妓Eとするグラフ（下図）に基づくモデルの  

定式化を行う。入力データ昧振興局の管内人口を彗、管内  

面額を玖、地方振興局全体での被統合数椚とする。  

3 モデルの定式化  

決定変数   

萄：隣接する地方振興局の統合を表す0－1型茎数変  

数、¢，ブ）∈厘  

萄ニ1：ノ局はノ局を統合する。   

∬ゲ＝0：ノ局はノ局を統合しない。   

揖：指媛（管内人口。管内面積）の最大値   

v：指療（管内人口0管内面碩）の最小値   

制約条件  

① 統合後の各地方振興局の指辟の格差が最小化される   

必要があることを示す。   

V＜彗＋ノ，潜糟 ほ㌢   
彗：統合前のノ局の管内人口（管内面輯）   

彗＋ノ．（恕∬郎‥統合後の凋増内人口（管内甜  
② 統合局総数条件   

地方振興局全体での彼統合故には上限があることを示す。  

（∫ 恕ザ≦椚   

椚：被統合地方振興局数上限値  

③ 局毎最大統合数条件   

1の地方振興局が統合する地方振興局数には上限が   

あることを示す。  

ノ，（恕 ヴ ≦椚i ほ町   
椚‘：各地方振興局統合数上限値  

④ 被統合上限制約条件   

いずれの地方振興局も2箇所以上の地方振興局に統合   

されることはないことを示す。   
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5 地方振興局統合案の検討  

管内人口の最′川ヒを目的とする場合には全体での披統   

合数（パラメータm）の増加に伴い格差の縮小が生ずるが、   

管内面積の最小化を目的とする場合には6箇所以上の統   

合は格差の縮小に結びつかない。また、いずれの統合数に   

おいても人口格差及び面積格差の両方を満足する統合案   

は存在しない。したがって、今回の分析による統合案を提   

示するためには、得られた最適解の中から人口及び面積の   

格差を最も効率的に解消することが可能なケースを選択   

する必要がある。  

人口格差最小化の最適解による統合案を採用した場合   

は、6箇所及び7箇所の統合案によると当初の面積格差を   

上回る格差が生ずる。これは、統合により盛岡の面積を超   

える管内面積を有する地方振興局が発生するためである。   

8箇所の場合は格差の縮小は生ずるものの、盛岡より管内   

面積の大きい地方振興局が発生することに違いはない。し   

たがって、人口格差最小化による統合案を優先する場合は、   

5箇所以下の統合が望ましいこととなる。  

それぞれの乗離の程度を一覧するためこれを散布図に   

整理し、それらの帝離度をみる。  

ノ∈r   ′，（羞〃≦1   
（9 披統合指標移動条件  

統合によって地方振興局の管内人口（面積）が更新さ  

れることを示す。   

雪＋ム（左勒＋〟ノ，（恕〟”ほr   
⑥ 被統合局制約条件  

統合された地方振興局は、他の地方振興局を統合する  
ことはないことを示す。   

（ 

目的関数  

町∴恕止＋≦mf ほr  

地方振興局間の指標の格差を最小化する。  

Mhl血 〟－V  

4 最適解分析   

地方振興局全体での被統合数の上限値（パラメータ皿）を   

3から8以下に、各地方振興局の最大統合数（dを3に設  

定し、整数計画モデルを解く。人口、面積いずれの指標の場  

合においても、全体での被統合数（パラメータ皿）を増加さ  

せるに従い指標の格差は縮小していくが、面積の場合には6  

箇所を統合した時点から格差は縮小しない。  

人口指額格差最小化モデル最適解  

振興局数   9   8   7   6   5   4   

1（二戸）   ①    ①小  ①  ①  ①小   

2（久慈）   ①    ①小    ①  ①小   

（盛岡）   ②大  ②大  ②大  ②大  ②大  ②大   

（宮古）   ③  ③  ③．  ①    ①小   

5（花巻）   ④  ④  ④  ③  ③／ト  ③   

6（遠田   ⑤  ⑤  ③  ◎  ④  ③   

（釜石ト   ⑤    ⑤  ④  ④  ③   

8（］LU   ⑥  ⑥小  ④  ③  ③／Jヽ  ④   

9（水沢）   ⑦  ⑦  ⑥  ⑤小  ⑤  ④   

10（大船渡）  ⑧  ⑤  ・（9  ④  ④  ③   

11（－－一関）   ⑨小  （診    ⑥  ⑤  ④   

12（千厩）   ⑧  ⑧    ⑥  ④  ④   

6 今後の展開   

今回は全体的な指標のみをもとに統合の効率化を測定し  

たが、今後は部門別の指標をも視野に入れこれらの格差を  

最小化させる統合案を導き、トータルとして最適な統合の組  
合せが算出できるようモデルの改良を図る必要がある。   

また、最適な職員配置が可能となるようなモデルも併せて  

構築し、数理モデル的朝点からの地方振興局の統合案を示し  

ていきたい。  
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